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　東日本大震災に起因して発生した，東京電力
（株）福島第一原子力発電所事故（以下，福島第
一原発事故）では，多くの周辺住民が現在も避
難生活を余儀なくされる事態に至った。事故当
時の国の住民避難への対応を巡っては多くの批
判が出されたが，その中でも SPEEDI（スピー
ディ：原子力発電所等から放射性物質が大量に
放出される事態に備えて大気拡散状況を迅速に
予測する計算システム）の活用を巡る問題は，
避難対応の失敗の代表のようにマスメディアや
国会で批判され続けた。その内容は，放出源情
報がなく，防護対策の指標線量と比較できる絶
対値になっていないという理由で避難・退避等
の対策に使わなかったことと，予測結果を公開
することで起きるかもしれないパニックを恐れ
情報公開が遅れたことに集約される。これらの
批判は，放射性物質の大気拡散傾向の推測であ
っても，適切に公開されれば避難行動の参考と
して活用できたはずという考えに基づいている。
　これについて，当時の政府は「原子力安全に
関する IAEA閣僚会議に対する日本国政府の報
告書─東京電力福島原子力発電所の事故につい
て─」1）の中で，教訓として「放出源情報に基
づく予測ができないという制約下では，一定の
仮定を設けて，SPEEDI により放射性物質の拡
散傾向等を推測し，避難行動の参考等として本
来活用すべきであったが，現に行われていた試
算結果は活用されなかった。また，SPEEDI の

計算結果については，現在は公開されているも
のの，当初段階から公表すべきであった。」と
述べている。また，東京電力福島原子力発電所
における事故調査・検証委員会（政府事故調）2）

福島原発事故独立検証委員会（民間事故調）3）

も，ほぼ同様の判断を示しており，政府事故調
は報告書の中で避難行動への活用の具体例まで
示している。他方，東京電力福島原子力発電所
事故調査委員会（国会事故調）4）は，放出量の
逆推定やモニタリング計画の策定，ベント時期
や人名救助活動の可否の判断への活用の可能性
を示す一方，計算予測のみで避難区域設定の根
拠とするには不確実性が大きく，緊急時モニタ
リングの充実が必要としている。
　こうした SPEEDI の活用法の議論はその後も
継続したが，ともすると原子力防災対策に計算
予測は使えるのか使えないのかといった二者択
一の極端な議論が多く，事故対応の科学的検証
に基づいて，原子力事故時にどのような活用が
可能又は非現実的なのかが丁寧に議論されてき
たとは言い難い。
　ここでは，今回の事故で SPEEDI はどのよう
に利用され，その精度はどうであったのか，さ
らに今後の具体的活用法はどうあるべきかにつ
いて解説する。
　

1．  福島第一原発事故における SPEEDIの利

用の実態

　福島第一原発事故において，SPEEDI はあら
かじめ決められた旧　原子力安全委員会の「環

SPEEDI を真に原子力防災に
生かすために
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境放射線モニタリング指針」に従って，平成
23 年 3 月 11 日の事故当初からその役割を果た
してきた。同指針に記載されている SPEEDI の
使用方法を要約すると，以下のとおりである。
　ⅰ）初期段階に放出源情報を定量的に把握す
ることが困難な場合，単位放出量又はあらかじ
め設定した値による計算を行い，これを基に，
監視を強化する方位や場所及びモニタリングの
項目等の緊急時モニタリング計画を策定する。
　ⅱ）放出源情報が入手できた場合，防護対策
を検討するために早期入手が望まれる外部被ば
くによる実効線量分布等の図形の作成・配信を
行う。
　ⅲ）緊急時モニタリングの結果が得られた場
合には，当該結果と予測図形を用いて，防護対
策の検討，実施に用いる各種図形を作成する。
　今回の事故では，放出源情報が，原子炉の状
態把握などを行う緊急時対策支援システム
（ERSS）や排気筒の放射線モニターから入手で
きなかったため，ⅰ）に従い，3月 11 日の事故
直後から緊急時モニタリング計画に資するため
の単位放出計算を関係各所に提供している。文
部科学省の検証報告書（第 2章）5）によれば，3
月 15 日に高線量を記録した浪江町山間部のモ
ニタリングは，文部科学省が SPEEDI の単位放
出結果に基づき指示したものであり，モニタリ
ング計画に的確に活用されている。また，緊急
時モニタリングの結果が得られるようになった
16 日以降は，ⅲ）に従い，モニタリング結果
と単位放出の SPEEDI の結果から放出量を逆推
定して，3月 23 日までには甲状腺内部被ばく
線量の図形作成，引き続きこれに基づく小児の
甲状腺被ばくのスクリーニング検査を行う一連
の活動がなされた。さらに，日本原子力研究開
発機構は SPEEDI の世界版であるWSPEEDI を
用いて，厚生労働省に農作物検査の指標のため
の東日本の放射能汚染マップを提供している。
　では SPEEDI の予測情報の精度はどうだった
のだろうか。SPEEDI が提供した予測情報は，
“定期実行”と“依頼計算”に分けられる。定

期実行は，毎正時に単位量の放出（1 Bq／h）が
始まったと仮定して，1時間ごとの放射性プル
ームの動きを空間線量率分布等の形で提供した
ものである。今回の事故では，3月 11 日 16 時
から定期実行が開始され，毎正時に関係機関に
情報を提供し続けた。 
　依頼計算は，旧　原子力安全・保安院の緊急
時対応センター（ERC）やオフサイトセンター
（OFC）及び旧　原子力安全委員会等が，事象進
展に伴う環境影響確認や緊急時環境モニタリン
グ計画の立案，放出量の逆推定とそれに基づく
線量評価のために予測条件を指定して行ったも
のである。ERCは 3月 11 日 21 時 12 分に配信
を受けた予測結果を最初に，3月 16 日までに
45 件の予測計算を依頼した。文部科学省でも 3
月 12 日 2 時 48 分を最初に 38 件，OFCでは 3
月中に 73 件の計算を依頼している。
　筆者は，これらの予測計算の結果と，平成
24 年 9 月 21 日に，福島県がホームページ上で
公開した環境モニタリングポストのデータの比
較から，当時，SPEEDI が関係機関に提供した
情報の時間的適切さや精度を検証した6）。それ
によれば，定期実行については，最大 2～3時
間の誤差があるものの時々刻々の放射性プルー
ムの動きを時・空間的に俯瞰できている。政府
事故調の報告書は，サイト北西地域について，
15 日は屋内退避し 16 日に避難する等，避難時
期の判断に SPEEDI の結果は活用できたとして
いるが，そのような利用が可能な精度はあった
と考えられる。また定期実行は，ベントや水素
爆発による放射性物質の放出，炉内圧力低下の
懸念に起因する試計算であるが，3月 12 日の 1
号機のベントと水素爆発や，15 日の 2号機か
らの漏えいの影響の空間的な広がりなど，測定
結果と極めて近い予測結果が事象発生以前に把
握できるものが複数含まれている。福島第一原
子力発電所北西部に大規模な汚染をもたらした
とされる 3月 15 日を例にとると，15 日 6 時頃
の爆発音後に，ERCは当時想定された 2号機
サプレッションチェンバ破損による影響確認の
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ための計算を依頼し，6時 51 分に結果を受信
した。図 1に SPEEDI から送信された 15 日 9
時から 24 時間のヨウ素地表蓄積量の分布図と，
後に行われた航空機サーベイによるセシウムの
地表沈着量分布測定結果の比較を示す。この比
較から，当日朝の時点で既に夕方の北西部での
地表汚染を SPEEDI が予報できていたことが分
かる。
　このように，大気拡散予測とそのベースとな
る気象予測の精度は，長年の技術の蓄積により
格段に向上しており，“天気予報は当たらない”
的な固定観念は捨てるべきである。しかしなが
ら，現在の最先端の気象モデルや拡散モデルで
も，複雑な自然現象を完全に再現することは困
難であり，計算シミュレーションが一定の不確
実性を持つことも事実である。したがって，プ
ルームの飛来時期の予測に SPEEDI を活用する
上では，時・空間的にピンポイントで情報が得
られると考えるのでなく，ある時空間の幅をも
って判断に用いる必要がある。その幅は，気象
条件等により異なるため，事前に SPEEDI の精
度と気象状況の関係等を理解するとともに，予
報結果を時々刻々入手される実測データで常に
補正することが重要である。

2．防護措置等に有効に活用するために

　防災の基本は今後の災害の進展を予見しつつ
最悪の場合に備えて対策を講ずることにあり，
台風，豪雪，洪水などの気象災害への対応でも
計算シミュレーションに相当する数値予報が即
時対応の中核的手段となっている。ここで行わ
れる気象の数値予報も不確実性を持つが，それ
を理解した専門家が実際に得られる気象観測デ
ータや過去の統計情報，さらに災害時における
これまでの経験を加えた上で被害状況を予見
し，住民避難等の対策に生かしている。
　一方，今回の事故では，不確実性が大きいこ
とを理由に避難対策に数値予報を使うことを控
えたが，実際にはどの程度の不確実性があるか
を判断し，それを専門的洞察やモニタリングデ
ータで補う知識と経験，データ収集能力が欠如
していたことが使用できなかった原因と考えら
れる。ほぼ毎年起きる気象災害への対応との経
験値の差は大きいが，今後，緊急時において原
子力防災対策の司令塔となる原子力規制庁に，
一元的に気象情報や環境モニタリングデータを
集約する仕組みを構築するとともに，大気拡散
モデルの開発や実測による検証研究等の経験を
持つ専門家を招集することが重要である。
　計算予測と環境モニタリングにはどんな特徴
があるだろうか。表 1に計算シミュレーション

図 1　 3月 15日朝に SPEEDIが提供した 24時間先までのヨウ素沈着量分布予報図
（左）7）と，後の航空機サーベイによる 137Csの沈着量分布測定の比較（右）8）
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と環境モニタリングの得失を示す。
　表 1に示すように，両者の長所と短所は補完
的な関係にある。すなわち，モニタリングは，
数値の正確性では計算予測よりも明らかに優れ
るが，緊急時防護措置を準備する区域の目安と
なる 30 km 圏で最大線量地点や分布状況まで
正確に把握できるようなモニタリング体制を構
築するには，地震や豪雪などの悪天候に阻まれ
るとかなりの時間を要するであろう。他方，計
算予測は将来予報と即時の全体把握という大き
な特徴を持つが，入力データやモデルに起因す
る不確実性を含めた理解が必要であり，常に気
象情報や環境モニタリングデータ及び専門家の
経験に基づき，解釈や修正を加える必要があ
る。今回の事故でも，地震から約 18 時間後に
は 1号機でベント操作が始まり，約 24 時間後
に 1号機が水素爆発を起こすなど，周辺住民の
避難中に意図的または想定外の大気放出が発生
している一方，緊急時モニタリングが体系化さ
れたのは地震から 4日後の 15 日夕方ごろから
であり，事故当初は，11 日から起動した
SPEEDI が適時性をもって防災対策やモニタリ
ング計画立案の判断材料を提供できた唯一の情
報源であった。しかしながら，相対的な分布予
測については一定の信頼性のある結果を提供し
ていたものの絶対値は不明であり，環境専門家
の投入により，旧　原子力安全委員から絶対値
の評価が出されたのは，23 日のことである。
　このような状況を踏まえると，今後，緊急時
モニタリングや放出量推定の迅速性が改善され
たとしても，モニタリング又は計算予測のどち

らか一方だけで，事故当初から対策に必要十分
な情報が得られるとは考え難く，両者の補完関
係を生かした効率的な汚染状況の把握が必要で
あることは明白である。
　更にいえば，計算予測とモニタリングは効率
的な汚染状況把握のためのツールであり，これ
を使いこなし総合的な判断ができる専門家の存
在なしではツールに意味はない。今後は事故当
初から行われるであろう SPEEDI の予測結果の
公開についても，今回のようなWeb 上への単
純なアップではなく，科学的かつ分かりやすい
解説を加えて予測結果の意味や精度を説明でき
る専門家が不可欠になる。このような専門家は
原子力界には少ないが，気象や環境科学分野に
は有用な人材が多数おり，原子力界に閉じない
協力要請が必要である。

3．今後更に検討すべき事項

　今回の事故で，もし ERSS が動作していたと
しても，SPEEDI と組み合わせて定量的に妥当
な結果を出せるか検証されたことはない。事故
後にも様々な過酷事故解析コードで放出量推定
が行われたが，その結果はまだ定まっていな
い。その点で，環境放出が始まる前に，炉内状
況解析から放出量の推移を予測し，それを基に
した大気拡散予測に基づき避難地域を決めるこ
とは非現実的であろう。福島第一原発事故後に
原子力規制委員会の策定した原子力災害対策指
針9）では，大気中拡散予測の活用として，大気
放出量の逆推定を行うこと，ベント等の計画放
出に伴う避難やモニタリング計画の立案と結果
の解析・評価，及び避難・一時移転の実施の判
断への参考とすることを挙げている。これらは
相対的な大気中濃度や線量の分布予測の活用を
想定しており，妥当なものと考えられる。
　今後，新しい指針を真に生かすために更に必
要な検討事項を 3点指摘する。1つ目は，指針
の具体化である。実際の事故時に計算予測を参
考情報として生かすためには，更に具体的にど
のような予測情報（予測時間の長さ，予測すべ

表 1　計算シミュレーションと環境モニタリングの得失

モニタリング 計算予測

数値の精度 ◎

予報性 ◎

迅速性 ○

全体把握 ○

理解の容易さ ○
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き項目，タイミングなど）が上記のような利用
に有効なのか，モニタリングとの連携はどう進
めたらいいかなど，より具体的な検討を進める
必要がある。
　2つ目は，プルーム通過時の被ばくを避ける
ための屋内退避や安定ヨウ素剤の服用等の防護
措置についてである。これらは，放射性プルー
ムの飛来以前に実施する必要があるが，プルー
ムの飛来予測は SPEEDI のような計算予測での
み可能であり，そのことは明記されるべきであ
ろう。
　最後は，想定外への対応である。緊急時防護
措置を準備する区域においては緊急時モニタリ
ングに基づく防護措置の実施を規定している
が，緊急時モニタリング体制が整う以前に大量
放出が始まるようなケースにおいて，限られた
定点モニタリングと計算予測による総合的な状
況把握に基づき，防護措置の内容と対策地域を
決めざるを得ない可能性もあると考えるべきで
ある。ある程度の蓋然性を持って高線量地域形
成の可能性が予測できた場合でも，緊急時モニ
タリングの展開まで防護措置の検討を控えるこ
とが妥当な選択かは議論の余地がある。悪い状
況を予見して早目に念のための防護措置を取る
ことは防災の考え方として妥当なものであり，
空振りを恐れることなく臨機応変な対応が望ま
れる。
　SPEEDI 活用の問題は，マスメディアに大き
く取り上げられたこともあり，冷静かつ丁寧な
議論が必ずしも行われていないように感じられ

る。事故から 3年を経過した今，今回の事故対
応を踏まえて，計算予測が原子力事故時にどの
ように活用できるのか，どのような限界がある
のかを科学的検証に基づいて再度，議論すべき
時期であろう。
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